
 

ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業 

(データ戦略)に関する調査委託特別約款 

 

２０２４年７月２５日制定 

２０２５年３月２８日改正 

２０２５年７月３０日改正 

２０２６年２月２０日改正 

 

（主務省による委託業務の管理等） 

第１条 業務委託契約約款（以下「原約款」という。）第４条第１項及び第２項中「甲」と

あるのは、「甲又は甲の主務省である経済産業省」とする。 

２ 原約款第４条第１項中「次の各号に掲げる措置を講じるものとする。」とあるのは、「次

の各号に掲げる措置を講じるものとし、乙はこれを受け入れるものとする。」とする。 

３ 原約款第４条第２項中「必要な指示を乙に行うことができるものとする。」とあるのは、

「必要な指示を乙に行うことができるものとし、乙はこれを受け入れるものとする。」と

する。 

４ 原約款第５５条中「甲乙」とあるのは、「甲、甲の主務省である経済産業省及び乙」と

する。 

 

（委託業務の実施に要する経費の支出） 

第２条 乙は、委託業務の実施に要する経費を実施計画書の積算に記載された項目に従って

支出しなければならない。実施計画書が変更されたときは、変更された実施計画書の積算

に記載された項目に従って支出しなければならない。ただし、乙は、実施計画書の積算に

記載された項目の配分についてポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（デー

タ戦略）調査委託費積算基準に基づく支出により変更する場合、次に掲げる大項目のⅠ及

びⅡの合計金額の５０％以内に限り、流用（Ⅲ間接経費及びⅣ再委託費との間の流用を除

く。）することができる。 

Ⅰ 労務費 

Ⅱ その他経費 

Ⅲ 間接経費 

Ⅳ 再委託費 

２ 原約款第６条第２項及び第１５条第２項中「業務委託費積算基準」とあるのは、「ポス

ト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（データ戦略）調査委託費積算基準」とす

る。 

 

（帳簿等の整備） 

第３条 原約款第６条３項中、ただし書は適用しない。 

 



 

（乙等が締結する契約の相手方の制限） 

第４条 乙、再委託先及び共同実施先（以下、「乙等」という。）は、委託業務を実施するた

めに締結する契約（売買、請負その他の契約であり契約金額１００万円未満のものを除く。）

をするに当たり、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられてい

る事業者を契約の相手方としてはならない。ただし、委託業務の遂行上、当該事業者でな

ければ委託業務の遂行が困難又は不適当である場合、甲の承認を受けて当該事業者を契約

の相手方とすることができる。 

２ 甲は、乙等が前項の規定に違反して経済産業省からの補助金交付停止措置又は指名停止

措置が講じられている事業者を契約の相手方としたことを知った場合は、乙に対し、必要

な措置を求めることができるものとし、乙は甲から求めがあった場合は、その求めに応じ

なければならない。 

３ 前二項の規定は、委託業務の一部を第三者に請け負わせ、又は委託し、若しくは共同し

て実施する体制が何重であっても同様に取り扱うものとし、乙は、必要な措置を講じるも

のとする。 

 

(履行体制図の提出） 

第５条 乙は、委託業務の完了の日（原約款第３７条、第３８条又は第３９条の規定により

契約が解除されたときは、その解除された日の翌日から起算して３０日以内）又は委託期

間の終了日のいずれか早い日までに、特別約款様式第１により、当該事業年度における再

委託先、共同実施先及び外注先に係る履行体制図を甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、委託期間が事業年度を超える契約を締結した場合は、毎年３月３１日までに、特

別約款様式第１による履行体制図を甲に提出しなければならない。 

 

（※第６条及び第７条は経済産業省が別に定めるポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研

究開発事業研究開発計画（別紙２）に定める「生成ＡＩ開発加速に向けた新たなデータセッ

トの構築に関する調査」にのみ適用。それ以外の場合には削除する） 

 

（データの取り扱い） 

第６条 乙は、委託期間中及び委託業務の完了後又は委託期間終了後、委託業務の実施によ

り得られたデータを第三者へ提供すること及び提供のために必要なデータの管理、加工等

を実施（以下「データの提供等」という。）しなければならない。 

２ 前項のデータの提供等において、甲が特に必要があると認めるときは、甲は必要な指示

を乙に行うことができるものとし、乙はその指示に従うものとする。 

３ 乙は、第１項に定めるデータの提供等を中止しようとする場合は、甲が指示する方法に

より、甲の承認を得るものとする。なお、複数の者が共同で委託先の公募に応募し、当該

応募に係る事業について甲が当該複数の者との間で複数の委託契約を締結した場合等で

あって、当該複数の者の間で当該事業に関する共同研究契約が成立しているときは、当該

複数の者のいずれか一の者が甲の承認を得ることができる。この場合において、当該一の



 

者が甲の承認を得たことをもって、当該一の者以外の者についても甲の承認を得たものと

する。 

４ 甲は、委託業務の完了後又は委託期間終了後において、第１項に定めるデータの提供等

を実施するために必要となる費用を一切負担しないものとする。 

５ 原約款第２５条中「成果報告書」とあるのは、「成果報告書及び委託業務の実施により

得られたデータのうち、特別約款第６条第１項に定める同意に基づき第三者へ提供しよう

とするもの」とする。 

 

（データ管理者の変更） 

第７条 乙は、委託期間中及び委託業務の完了後又は委託期間終了後、実施計画書に定める

「データ管理者」を変更しようとする場合は、甲が指示する方法により、甲の承認を得る

ものとする。また、複数の者が共同で委託先の公募に応募し、当該応募に係る事業につい

て甲が当該複数の者との間で複数の委託契約を締結した場合等であって、当該複数の者の

間で当該事業に関する共同研究契約が成立しているときは、当該複数の者のいずれか一の

者が甲の承認を得ることができる。この場合において、当該一の者が甲の承認を得たこと

をもって、当該一の者以外の者についても甲の承認を得たものとする。 

 

（外国法人の特例） 

第８条 （削除） 

 

（甲の解除権） 

第９条 原約款第３７条第１項に次の１号を追加する。 

六 乙が、甲が公募時に提示する応募要件を満たさなくなったとき。 

 

（翻訳文との関係） 

第１０条 本契約では、原約款第４４条第４項は適用しない 

２ 本契約は日本語を正文とする。参考のため英文訳が作成された場合であっても、日本語

の正文のみが契約としての効力を有し、英文訳にはいかなる効力も有しないものとする。 

 

（経済産業省への情報提供） 

第１１条 乙は、甲が委託業務に関して知り得た一切の情報について、必要に応じて甲の主

務省である経済産業省に対して提供することに同意するものとする。 

 

（再委託先等との契約） 

第１２条 乙は、委託業務の一部を再委託又は共同実施するときは、乙が本特別約款を遵守

するために必要な事項及び甲が指示する事項について、再委託先又は共同実施先と約定し

なければならない。 

 



 

（存続条項） 

第１３条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は原約款第３７条、第３８条若しくは第３９

条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、原約款第５２条に定めるもののほ

か、次の各号に掲げる条項については、引き続き効力を有するものとする。 

一 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第３条、第６条、第７条及び第１０条から第１３条まで 

 

（原約款との関係） 

第１４条 原約款中第３条第３項、第５条、第５条の２、第７条から第９条まで、第２０条

から第２２条まで、第２７条及び第５１条第１項第三号は適用しない。 

２ この特別約款に規定しない事項については、原約款の規定を適用する。 

 

附 則 

この特別約款は、２０２４年７月 25日から施行する。 

附 則 

１．この特別約款は、２０２５年４月１日から施行し適用する。 

２．ただし、改正前の第８条及び第１０条に対する規定の改正は、２０２５年４月

１日以降に締結した契約（変更契約を含む。）から適用し、同日前に締結した

契約については、なお従前の例による。 

附 則 

１．この特別約款は、２０２５年７月３０日から施行し適用する。 

２．ただし、改正後の第８条の規定は、２０２５年７月３０日以降、新たに締結す

る契約から適用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

附 則 

１．この特別約款は、２０２６年２月２０日から施行し適用する。 

２．ただし、改正後の「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（デー

タ戦略）調査委託費積算基準」は、２０２６年４月１日以降、新たに締結する

契約（変更契約を含む。）から適用し、同日前に締結した契約については、な

お従前の例による。 

  



 

（特別約款様式第１） 

 

２０○○年度における履行体制図 

 

１．再委託先、共同実施先及び外注先一覧 

事業者名 住所 契約金額(税込み) 業務の範囲 精算の有無 

Ａ 

（再委託先） 
    

Ｂ 

（共同実施先） 
    

Ｃ 

（外注先） 
    

Ｄ 

（外注先） 
    

Ｅ 

（外注先） 
    

Ｆ 

（外注先） 
    

 

 

２．履行体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約管理番号 ○○○○○○○○－○ 

 

  

 【共同実施先】 

 

△△△株式会社 

□□□大学 

○○○株式会社 

 【委託先】 

 

 【再委託先】 

 
●●●株式会社 

 【外注先】 

 

▲▲▲株式会社 

 【外注先】 

 

 【外注先】 

 
×××株式会社 ■■■株式会社 

 【外注先】 

 

（注）当該事業年度において、委託業務に関与する全ての再委託先、共同実施先及び外注先の事業者名（法人格を

含む）、住所、契約金額（算用数字にて円単位）、業務の範囲（具体的かつ明確）、精算の有無（検査する場合

は有、しない場合は無）を記載すること。（ただし、税込みの契約金額が 100 万円未満の場合を除く。） 



 

ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（データ戦略） 

調査委託費積算基準 

第１ 実施計画書、委託費項目別明細表及び支出した委託費を整理するに当たっては、次の通りとする。 

項             目 （摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容  

Ⅰ．労務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．研究員費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務に直接従事した研究者、設計

者及び工員等（以下「研究員」という。）

の労務費は、原則として、①又は②に基

づき算定する。 

① 甲が別に定める健保等級に基づく労

務費単価表（時間単価用）の単価に

基づき算定する。 

② 当該委託業務において申告したエフ

ォートにて従事させる旨、乙から証

明がなされた研究員（以下、「エフォ

ート専従者」という。）の場合は、労

務費単価表（エフォート専従者用）

の月額に申告したエフォートを乗じ

て算定する。 

健保等級を適用する者の労務費の算定

においては、法定福利費（健康保険料及

び雇用保険料等の雇用主負担分）を含め

ることとする（出向契約書等により出向

先が法定福利費を負担していることが確

認可能な場合の出向契約者を含む）。 

ただし、上記以外の出向契約者及び国

民健康保険加入者を健保等級適用者とし

て取り扱う場合は、法定福利費を含めな

い。 

 

なお、①又は②による労務費単価表の

適用が困難であると甲が了解した場合

は、③から⑥までに基づき算定すること

ができる。 

 

③ 研究分担先である組合員毎に経理処

理を行う技術組合において、当該組

 



 

項             目 （摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合員が国公立大学法人、大学共同利

用機関法人、公立大学、私立大学若

しくは高等専門学校又は国立研究開

発法人、独立行政法人若しくは地方

独立行政法人である場合は、甲が別

途定める業務委託費積算基準(大学

用)又は業務委託費積算基準(国立研

究開発法人等用)を使用して算定す

る。 

④ 乙が国の委託事業において使用して

いる受託規定に基づき算定する。 

⑤ 乙が国公立大学法人、大学共同利用

機関法人、公立大学、私立大学若し

くは高等専門学校又は国立研究開発

法人、独立行政法人若しくは地方独

立行政法人である場合には、乙が当

該研究員に支払った給与、諸手当及

び法定福利費（健康保険料及び雇用

保険料等の雇用主負担分）に基づき

算定する。 

⑥ 基本計画に健保等級によらない労務

費の支払いを認める旨の記載がある

テーマに従事し、かつ労務費の算定

において労務費単価表の４９級等級

相当を超える者の場合は、乙が当該

研究員に支払った給与、諸手当及び

法定福利費（健康保険料及び雇用保

険料等の雇用主負担分）に基づき算

定する。 

１） 時間単位において当該委託業

務に従事する研究員は、上記で

算定された人件費に基づく時

間単価で算出すること。 

２） 当該委託業務において申告し

たエフォートにて従事させる

旨、乙から証明がなされた研究



 

項             目 （摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容  

 

 

 

 

 

 

 

２．補助員費 

 

員（エフォート専従者）の場合

は、上記で算定された人件費に

基づく月額に申告したエフォ

ートを乗じて算出すること。 

３） その他、甲が定める方法に従う

こと。 

 

委託業務に直接従事したアルバイト、

パート等の経費（ただしⅠに含まれるも

のを除く。） 

Ⅱ．その他 

経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．消耗品費 

 

 

 

 

 

２．旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．外注費 

 

 

 

４．諸経費 

 

委託業務の実施に直接要した資材、部

品、消耗品等の製作又は購入に要した経

費 

 

 

 

① 委託業務を実施するため特に必要と

した研究員及び補助員の旅費、滞在

費、交通費 

② 登録委員、外部有識者、外部専門家

が、共同研究業務の実施に必要な知

識、情報、意見等の収集のための国

内、海外調査に要した経費で旅費、

滞在費、交通費 

③ 乙が再委託先又は共同実施先に対し

て行う検査に要する国内旅費 

 

 

 

 

 

以上の各経費のほか、特に必要と認め

られる経費 

機械装置、その他備品等でそ

の取得価額が１０万円未満又は

使用可能期間が１年未満のもの

を含み、研究者等が通常使用す

る事務用品等の消耗品は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該欄は使用せず、後段の「Ⅳ.

再委託費・共同実施費」に計上

すること。 

 

例示すれば、以下のとおりで

ある。 

１） 光熱水料‐委託業務の実施

に直接使用するプラント及

び機械装置等の運転等に要



 

項             目 （摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した電気、ガス及び水道等

の経費 

２） 会議費‐委託業務実施に直

接必要な会議の開催に要し

た経費。ただし、乙の研究

員のみによる会議、会合に

要した経費は除く 

３） 通信費‐委託業務の実施に

直接必要な通信・電話料 

４） 借料‐委託業務の実施に直

接必要な現場事務所賃借

料、車両借上費等、乙又は

第三者所有の実験装置、測

定機器その他の設備、備品

及び電子計算機の使用（社

内単価又は外注による場合

の契約単価とする。）等に要

した経費 

５） 図書資料費‐委託業務の実

施に直接必要な図書資料購

入費 

６） 通訳費・翻訳費‐委託業務

の実施に直接必要な海外出

張等における通訳雇用に要

した経費及び翻訳費 

７） 運送費‐委託業務の実施に

直接必要な送付（運搬を含

む）に要した経費 

８） 委員会費‐委託業務の実施

に必要な知識、情報、意見

等の交換、検討のための委

員会開催、運営に要した委

員等謝金、委員等旅費、会

議費、会議室借上費、消耗

品費、資料作成費、その他

の経費 



 

項             目 （摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容  

９） 学会等参加費・論文投稿料

‐委託業務の実施に必要な

知識、情報、意見等の交換

のための学会等への参加費

（学会等に参加するための

旅費は除く。）及び成果に関

する論文投稿に係る経費 

１０） 報告書等作成費‐成果

報告書の電子ファイル作成

費及び資料等の印刷・製本

に要した経費 

１１） キャンセル料‐委託業

務の実施に必要な旅費のキ

ャンセル料（やむを得ない

事情からキャンセル料が認

められる場合のみ） 

Ⅲ．間接経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記経費を除く委託業務を行うために

必要な家賃、光熱水料、コンピュータ使

用料、回線使用料、文房具等の汎用品等

に要する経費のうち当該委託業務に要し

た経費として抽出・特定が困難な経費 

間接経費の算定は、経費総額

（Ⅰ～Ⅱ）に間接経費率を乗じ

て算定することを原則とし、間

接経費率は８％又は以下の計算

式によって算出された率のいず

れか低い率とする。 

 

＜民間企業における計算式＞ 

間接経費率＝（販売費及び一般

管理費－販売費）÷売上原価×

１００ 

＜公益法人（財団法人・社団法

人）における計算式＞ 

間接経費率＝管理費÷事業費×

１００ 

＜大学等における計算式＞ 

間接経費率＝管理費÷支出の部

の合計×１００ 

管理費＝（人件費－教員人件費）

＋管理経費 
＜国立研究開発法人等における計

算式＞ 

間接経費率＝一般管理費÷業務

費×１００ 

＜その他＞ 

上記の計算式を参考に、決算書



 

項             目 （摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容  

等から該当する費目を抽出し計

算する。 

Ⅳ．再委託費 

・共同実施費 

 委託業務の一部について委託先以外の

者に再委託又は共同実施するのに要する

経費 

委託業務遂行に直接必要なデータの分

析及びソフトウェア、設計等の外注に要

する経費 

再委託費又は共同実施費の算定に当た

っては、上記ⅠからⅢに定める項目に準

じて行う。 

外注費、再委託及び共同実施

の額は、原則として委託先との

契約金額の５０％未満とするこ

と。 

第２ 経費算定の対象とする支出額は、原則として、委託期間中に委託業務を行うに当たって発生し、か

つ、支払われた経費とし、委託期間外に発生又は支払われた経費は認めないものとする。ただし、次

の各号の一に該当するものについては、この限りでない。 

１ 委託期間中に発生し、かつ、その経費の額が確定しているものであって、委託期間中に支払われて

いないことについて相当の事由があると認められるもののうち、その支払期限が委託業務実績報告

書を乙が項に提出する日までのもの。 

２ 委託期間中に直接従事した時間に要する労務費、製作設計費及び加工費。 

第３ 公募要領等で委託費の対象外と指定した項目及び経費については、経費算定の対象とする支出額には含

めないものとする。 


